
受注促進・工賃向上設備整備費補助事業補助金交付要綱 

 

平成２５年５月１７日２５福保障自第５６号 

 一部改正 平成２７年４月１０日２７福保障自第８２号 

一部改正 平成２８年４月８日２７福保障自第１２９１号 

一部改正 令和５年６月３０日５福保障地第４５９号 

 

１ 目 的 

  この補助金は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第

１２３号）第５条第１５項及び同法施行規則第６条の１０第２号に定める就労継続支援Ｂ型事業にお

ける生産設備の整備に係る経費を、予算の範囲内で補助することで基盤整備を図り、「東京都工賃向

上計画」で掲げる都内の福祉施設の工賃水準の向上を実現し、また、国等による障害者就労施設等か

らの物品等の調達の推進等に関する法律（平成２４年法律第５０号）で掲げる障害者就労施設で就労

する障害者の自立を促進することを目的とする。 

 

２ 補助対象事業 

この補助金の交付の対象となる事業は、就労継続支援Ｂ型事業所（所在地が東京都の区域内の事業

所に限る。）を運営する法人（以下「対象法人」という。）が、新たな販路開拓や生産性の向上のため

に必要な備品を整備するために必要な設備整備であって、別表の要件を満たすものに対して行う。 

 

３ 補助事業者の制限 

  次に掲げる団体は、補助事業者に含めず、この要綱に基づく補助金の交付の対象としない。 

（１）暴力団（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号、以下「暴排条例」という。）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２） 法人その他の団体の代表者又は役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員に暴力団員等（暴

力団並びに暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団関係者を

いう。以下同じ。）に該当する者があるもの 

 

４ 補助金の交付額 

この補助金の交付額は、別表に定める補助基準額と補助対象経費の実支出額とを比較して少ない方

の額とする。ただし、算定した交付額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるも

のとする。 

 

５ 補助金の交付申請 

  この補助金の交付を受けようとする者は、別に定める日までに補助金交付申請書（別記第 1号様 

式）を知事に提出しなければならない。 

 

６ 補助金の交付決定 

  知事は、５による申請があったときは、当該申請書の内容を審査し、適当と認めた場合には、補助

金の交付を決定し、申請者に通知する。 

 

７ 補助金の交付時期 

  この補助金は、補助事業の完了後、交付する。 

 

８ 補助金の請求 

  補助事業完了後に 10 補助の条件（８）に定める補助金の額の確定があったときは、補助事業者は



請求書（別記第３号様式）に次の書類を付し、知事に請求するものとする。 

（１）印鑑証明書 

（２）支払金口座振替依頼書 

（３）前各号に定めるもののほか知事が必要と認める書類 

 

９ 審査基準 

 この補助金の交付に当たっては、別に定める「受注促進・工賃向上設備整備費補助事業審査要領」

に基づく審査を行うこととし、別に定める受注促進・工賃向上設備整備費補助事業補助対象法人選定

委員会により、事業の妥当性及び対象法人に係る適格性等の審査を行う。 

 

10 補助の条件 

  この補助金は、次の条件を付して交付する。 

（１）事情変更による決定の取消し等 

知事は、交付の決定の後においても、事情の変更により特別の必要が生じたときは、この交付の

決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの交付の決定の内容若しくはこれに付した条件を変更

することがある。 

ただし、補助事業のうち既に経過した期間に係る部分については、この限りでない。 

（２）承認事項 

補助事業者は、次のいずれかに該当する場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 

ただし、ア及びイに掲げる事項のうち軽微なものについてはこの限りでない。 

  ア 補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

  イ 補助事業の内容を変更しようとするとき。 

  ウ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

（３）完了時期 

   補助事業は、補助金の交付の決定に係る会計年度中に完了しなければならない。 

（４）消費税仕入控除税額の報告 

補助事業完了後に、消費税の申告により補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合は、別 

記第４号様式により速やかに知事に報告しなくてはならない。 

なお、知事に報告があった場合には、当該仕入控除税額の全部又は一部を都に返還させることが 

ある。 

（５）事故報告等 

   補助事業者は、事業の遂行が困難となった場合には、速やかにその理由及び状況を書面により知

事に報告し、その指示を受けなければならない。 

（６）状況報告 

補助事業者は、知事の求めに応じて、事業の遂行の状況に関し、書面により報告しなければなら 

ない。 

（７）遂行命令及び遂行の一時停止命令 

  ア 知事は、補助事業者が提出する報告、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２１条第２ 

項の規定による調査等により、補助事業がこの補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件 

に従って遂行されていないと認めるときは、補助事業者に対しこれらに従って補助事業を遂行す 

べきことを命ずる。 

  イ 補助事業者がアの命令に違反したときは、知事は、補助事業者に対し、当該補助事業の一時停 

止を命ずることができる。 

（８）実績報告書の提出 

補助事業者は、補助事業が完了したとき又は交付金の交付の決定に係る会計年度が終了したとき 

は、別に定める日までに実績報告書（別記第２号様式）を提出しなければならない。（２）ウの規 



定により廃止の承認を受けた場合も、また同様とする。 

（９）補助金の額の確定等 

知事は、（８）の規定による実績報告書を受けた場合において、実績報告書の審査及び必要に応 

じて行う現地調査等により、当該報告に係る補助事業の成果がこの交付の決定の内容及びこれに付 

した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知する。 

（10）是正のための措置 

知事は、（９）の規定による調査等の結果、補助事業の成果がこの交付の決定の内容及びこれに 

付した条件に適合しないと認めるときは、補助事業者に対し、当該補助事業につき、これらに適合 

させるための処置をとることを命ずる。 

（11）決定の取消し 

  ア 知事は、補助事業者が次のいずれかに該当した場合は、この交付の決定の全部又は一部を取り 

消す。 

（ア）偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（イ）交付金を他の用途に使用したとき。 

（ウ）その他この交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令若しくはこの交付の決定に基 

づく命令に違反したとき。 

（エ）補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産等については、補助事業者が（17）アの 

規定に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は要綱に定める担保権を設定する等を 

行ったため、交付目的が達成されないことが明らかになったとき。 

（オ）前記６による補助金の交付決定を受けた事業者の代表者、役員又は使用人その他の従業者若 

しくは構成員が、暴力団員等に該当するに至ったとき。 

  イ アの規定は、（９）の規定により交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があ 

るものとする。 

（12）補助金の返還 

  ア 知事は、（１）又は（11）の規定によりこの交付の決定を取り消した場合において、補助事業

の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還

を命ずる。 

  イ 知事は、（９）の規定により補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既

にその額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずる。 

（13）違約加算金及び延滞金 

  ア 補助事業者は、（11）アの規定によりこの交付の決定の全部又は一部を取り消され、交付金の

返還を命じられたときは、補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（そ

の一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納付額を控除した額）につき、年１

０．９５パーセントの割合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなけ

ればならない。 

  イ 補助事業者は、補助金の返還を命じられたにもかかわらずこれを納付期限までに納付しなかっ

たときは、納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき、年１０．９５パ

ーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

（14）違約加算金の計算 

  ア 補助金が２回以上に分けて交付されている場合における（13）アの規定の適用については、返

還を命じられた額に相当する補助金は、最後の受領の日に受領したものとし、当該返還を命じら

れた額がその日に受領した額を超えるときは、当該返還を命じられた額に達するまで順次遡りそ

れぞれの日において受領したものとする。 

  イ （13）アの規定により補助事業者が納付した違約加算金は、補助事業者の納付した金額が返還

を命じた交付金の額に達するまでは、当該返還を命じた補助金の額に充てるものとする。 

（15）延滞金の加算 



  （13）イの規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた補助金の未納付額の一部 

が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎となるべき未納付 

額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

（16）他の補助金等の一時停止等 

   知事は、補助事業者に対し、補助金の返還を命じ、補助事業者が当該補助金、違約加算金又は延

滞金の全部又は一部を納付しない場合において、補助事業者に対して、同種の事務又は事業につい

て交付すべき補助金等があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、又は当該補助金

と未納付額を相殺するものとする。 

（17）財産処分の制限 

  ア 補助事業者は、補助事業により取得価格又は、効用が増加した価格が１０万円以上の機械及び

器具等については、「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間」（平成

２０年厚生労働省告示第３８４号）に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けないで、こ

の補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならな

い。 

  イ 特定非営利活動促進法（平成１０年３月２５日法律第７号）に定める特定非営利活動法人は、

補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を処分する場合は、理事会の承認を得なければ

ならない。 

（18）財産の管理義務 

   補助事業により取得し、又は効用が増加した財産については、善良な管理者の注意をもって管理 

するとともに、その効率的な運用を図らなければならない。 

（19）財産処分に伴う収入の納付 

   補助事業者は、知事の承認を受けて財産の処分をすることにより収入があった場合には、その収

入の全部又は一部を都に納付させることがある。 

（20）関係書類の整理保管 

   補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につ

いて証拠書類を整理し、これを事業完了後１０年間保管しなければならない。 

（21）補助事業に係る契約 

  ア 補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、契約の 

相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承認してはならない。 

  イ 補助事業者が補助事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど都が 

行う契約手続きの取扱いに準拠しなければならない。 

（22）契約の相手方等からの資金提供の禁止 

   地方公共団体以外の者が事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から寄付金等 

資金の提供を受けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。 

（23）他の補助金との重複の禁止 

   この補助金に係る補助金の交付と対象経費を重複して、他の地方公共団体等から補助金の交付を 

受けてはならない。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２５年５月１７日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１０日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和５年７月１日から適用する。 



別表 

 

補 助 

基準額 
１施設当たり５，０００千円（１品当たり価格が５０千円以上の設備整備）。 

補 助 

対象経費 

対象法人が新たな販路開拓や生産性の向上のために必要な備品を整備するために 

必要な設備整備に要する費用。 

ただし、単に老朽化に伴う既存設備の更新に係る経費を除く。 

補助率  １／２ 

 


